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何が決まったのか？ 

「社会保障と税の一体改革」 

 

 2010年代半ばまでに消費税率を10％に引き上げ 

 

 改革全体を通じて、2015 年度において 

 

  充実による額 3.8 兆円程度 

  重点化・効率化による額 ～▲1.2 兆円程度 

 

留意点： 

 効率化の手法が「確立」されているわけではな
い⇒1.2兆円の減額が実現するか丌透明（？） 
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出所：税と社会保障の一体改革案（2011年7月1日） 



同床異夢 

利害当事者 増税の目的 

財政再建重視派（財務
省） 

国の社会保障財源の「スキマ」を埋める 

⇒国の赤字の縮減 

社会保障重視派（厚生
労働省） 

社会保障サービスの充実 

⇒3.9兆円増（2015年度） 

 

地域主権推進派（地
方・総務省） 

地方財源（地方消費税）の充実 

「玉虫色の解決」＝消費税の増税には大同団結していても、その 

使途について合意をみているわけでは必ずしもない 
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社会保障目的税？ 

 

 社会保障目的税の定義 

 

 その1：社会保障（公費分）は消費税で賄う 

  ⇒社会保障の伸び・レベルは消費税で制約 

 

 その２：消費税は社会保障に充てる 

  ⇒スキマは別途手当 

  ⇒社会保障の伸びの歯止めにならず 

 

 どのレベル政府の財源？ 

 

⇒地方も社会保障サービスを提供（地方単独事業を含
む） 



残された課題 

 これで終わりではない 

 

⇒財政再建に向けて更なる増税・歳出削減 

 

 「社会保障と税の一体改革」は頓挫しない？ 

 

 消費増税の実効性を担保？ 

 公平・信認の確保 

 増税の実行（先延ばし）のルール化（免責条項？） 

 

 ポスト「一体改革」としての抜本的税制改革 

 

⇒新たな経済環境への対応 

 

 



消費税率10％は十分か？ 

 消費税率を10％に引き上げても、2020年までに基礎的
財政収支は均衡化しない 

⇒追加的な増税、歳出カットが丌可欠 

出所：経済財政の中長期的試算（内閣府（2011年8月12日） 

試算の前提： 

  － 2015年までに消費税率を10％に引き上げ 

  － 震災復興期間は10年間 



This time is different?  
               表 2.3：財政構造改革法を巡る動き 

 

平成９年３月 18日 
第４回財政構造改革会議で総理から 財政構造改革五原則 

 
を提示 

・ 財政赤字対GDP比３％以下,赤字国債脱却は 2003年度を目標 
 

 

    4月１日  消費税率５％へ引き上げ 

    夏以降 アジア通貨危機、金融不安 

11月 28日 
財政構造改革の推進に関する特別措置法 
 

が成立 

 
 

平成 10年５月 29日 
財政構造改革の推進に関する特別措置法改正法 
 

が成立 

・ 赤字国債発行枠の弾力化を可能とする措置 

・ 財政健全化目標の達成年次を 2005年度まで延長 

・ 11 年度当初予算の社会保障関係費の量的縮減目標を「おおむね

２％」から「極力抑制」とする 
  

12月 11日 
財政構造改革の推進に関する特別措置法停止法 
 

が成立 

 
 

 

（出所）財務省ホームページ 
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何故消費税か？ 

課題 消費税の特徴 

税制の効率化 生産過程に介入しない（歪めな
い）＝「生産効率性命題」 

 ⇔ 法人税 

財政の健全化 安定的な税源 

⇒税収見通しが比較的立てやすい 

社会保障の再構築 

（世代間格差への対応） 

高齢（退職）世代にも課税 

 ⇔ 社会保険料 

経済のグローバル化 「仕向け地主義」課税 

 ⇒ 国際競争力に影響しない 

地方税の充実 税収は安定的・地域間偏在性が少
ない 



望ましい税制改革の在り方 

改革の柱 消費課税を柱とした（国・地方を合わせた）
税制の構築 

 ⇒新たな経済環境と課題に対応 

改革案 消費税増税と法人税の実効税率の引き下げ 

ネット増税による財政再建 

 

地方法人二税の軽減（地方消費税化） 

 ⇒地方税収の安定化 

  地域間格差の是正 

 

公平の確
保 

「給付付き税額控除」等低所得者支援の充実 

 ⇒財政の持続性・効率と公平の両立 



税・財政文化の転換点 
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従前 新しい姿 

財政赤
字 

総論賛成・各論反対 財政赤字は「買いだめ」と同
じ⇒権益の「既得化」が財源
丌足の原因 

税 自分以外の誰かが負担 

自分が増税＝丌公平 
税は皆が「広く薄く」負担す
べきもの 

社会参加の「会費」 

帰結 当事者意識の欠如 

政治・財政への無関心 

当事者意識 

政府への監視 


